


















































































































































































































































































（ 2）民法395条 1 項の「競売手続の開始前から使用又は収益をする者」の意
義
　民法395条 1項が，明渡猶予の要件として，「競売手続の開始前からの使用又
は収益をする者」であることを要求する趣旨としては，建物明渡猶予制度が執
行妨害に濫用されることを防止するため，定型的に執行妨害目的であることが
疑われる「競売手続の開始後の賃借人」を除外したものである（21）。そして，
執行妨害か否かの判断は，当該賃借権が，「競売手続の開始」の前後を基準と
して一義的に確定することを意図したものと解される。そうすると，滞納処分
における差押えで即座に換価手続に続かない場合には，「競売手続の開始」時
点としての機能を有していないから，建物明渡猶予の対象としてよいと考えら
れるので，本決定の結論としては妥当であろう。
　なお，本件における賃借人は，滞納処分における差押えの処分制限効に服す
るが，そのことは明渡猶予制度の適用の有無とは関係ないであろう。明渡猶予
制度は，その対象となる占有者の賃借権が処分制限効を受けて競売によりその
効力を失うことを前提としているからであり，平成12年決定はその意味で明渡
猶予の適用を否定する根拠とはなりえない。
（19）　橘・前掲注 2，57頁。
（20）　したがって，仮差押え後の賃借人に明渡猶予制度が適用されるか，という
問題とパラレルに考えることができる。この問題については，たとえば，池
田・前掲注12，81頁。
（21）　谷口＝筒井・前掲注 1，36頁。
